
自己資本の構成に関する開示事項

株式会社三井住友銀行（連結）
（単位：百万円、％）

項目
平成28年
３月末

経過措置
による

不算入額

平成27年
３月末

経過措置
による

不算入額

普通株式等Tier1資本に係る基礎項目

普通株式に係る株主資本の額 6,955,707 6,697,893

うち、資本金及び資本剰余金の額 4,263,087 4,278,414

うち、利益剰余金の額 2,909,898 2,751,080

うち、自己株式の額（△） － －

うち、社外流出予定額（△） 217,277 331,601

うち、上記以外に該当するものの額 － －

普通株式に係る新株予約権の額 － －

その他の包括利益累計額及びその他公表準備金 810,245 540,163 770,967 1,156,451

の額

普通株式等Tier1資本に係る調整後非支配株主持 175,353 163,992

分の額

経過措置により普通株式等Tier1資本に係る基 5,276 7,344

礎項目の額に算入されるものの額の合計額

うち、非支配株主持分等に係る経過措置によ 5,276 7,344

り普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の

額に算入されるものの額

普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額 （イ） 7,946,582 7,640,198

普通株式等Tier1資本に係る調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ラ 266,335 177,557 175,288 262,932

イツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額 110,209 73,473 92,138 138,208

を含む。）の額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシン 156,126 104,084 83,149 124,724

グ・ライツに係るもの以外のものの額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。） 927 618 1,048 1,572

の額

繰延ヘッジ損益の額 38,273 25,515 △ 10,225 △ 15,338

適格引当金不足額 15,573 10,382 887 1,330

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する 30,051 20,034 18,683 28,025

額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であ 5,089 3,392 2,597 3,896

って自己資本に算入される額

退職給付に係る資産の額 83,065 55,376 99,911 149,866

自己保有普通株式（純資産の部に計上されるも 29 19 55 83

のを除く。）の額
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意図的に保有している他の金融機関等の普通株 － － － －

式の額

少数出資金融機関等の普通株式の額 － － － －

特定項目に係る十パーセント基準超過額 － － － －

うち、その他金融機関等に係る対象資本調 － － － －

達手段のうち普通株式に該当するものに関

連するものの額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービ － － － －

シング・ライツに係るものに限る。）に関

連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの － － － －

に限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 － － － －

うち、その他金融機関等に係る対象資本調 － － － －

達手段のうち普通株式に該当するものに関

連するものの額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービ － － － －

シング・ライツに係るものに限る。）に関

連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るもの － － － －

に限る。）に関連するものの額

その他Tier1資本不足額 － －

普通株式等Tier1資本に係る調整項目の額 （ロ） 439,345 288,245

普通株式等Tier1資本

普通株式等Tier1資本の額　（（イ）－（ロ））（ハ） 7,507,237 7,351,952

その他Tier1資本に係る基礎項目

31a その他Tier1資本調達手段に係る株主資本の額及 － －

びその内訳

31b その他Tier1資本調達手段に係る新株予約権の額 － －

32 その他Tier1資本調達手段に係る負債の額 300,000 －

特別目的会社等の発行するその他Tier1資本調達 － －

手段の額

その他Tier1資本に係る調整後非支配株主持分等の 17,660 25,321

額

適格旧Tier1資本調達手段の額のうちその他Tier1 698,497 860,796

資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、銀行及び銀行の特別目的会社等の発 698,497 860,796

行する資本調達手段の額

うち、銀行の連結子法人等（銀行の特別目 － －

的会社等を除く。）の発行する資本調達手

段の額
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経過措置によりその他Tier1資本に係る基礎項目 23,477 68,648

の額に算入されるものの額の合計額

うち、為替換算調整勘定の額 23,477 68,648

その他Tier1資本に係る基礎項目の額 （ニ） 1,039,636 954,766

その他Tier1資本に係る調整項目

自己保有その他Tier1資本調達手段の額 － － － －

意図的に保有している他の金融機関等のその他 － － － －

Tier1資本調達手段の額

少数出資金融機関等のその他Tier1資本調達手段 － － － －

の額

その他金融機関等のその他Tier1資本調達手段の 48,032 32,021 63,453 95,180

額

経過措置によりその他Tier1資本に係る調整項目 102,270 131,540

の額に算入されるものの額の合計額

うち、営業権相当額 2,387 3,761

うち、のれん相当額 58,849 88,853

うち、企業結合等により計上される無形固 15,808 10,235

定資産相当額

うち、証券化取引に伴い増加した自己資本 20,034 28,025

に相当する額

うち、適格引当金不足額の50％相当額 5,191 665 

Tier2資本不足額 － －

その他Tier1資本に係る調整項目の額 （ホ） 150,303 194,994

その他Tier1資本

その他Tier1資本の額　（（ニ）－（ホ）） （ヘ） 889,332 759,772

Tier1資本

Tier1資本の額　（（ハ）＋（ヘ）） （ト） 8,396,570 8,111,724

Tier2資本に係る基礎項目

Tier2資本調達手段に係る株主資本の額及びその － －

内訳

Tier2資本調達手段に係る新株予約権の額 － －

Tier2資本調達手段に係る負債の額 655,064 374,988

特別目的会社等の発行するTier2資本調達手段の － －

額

Tier2資本に係る調整後非支配株主持分等の額 3,069 2,359

適格旧Tier2資本調達手段の額のうちTier2資本 1,220,717 1,424,169

に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、銀行及び銀行の特別目的会社等の発 1,220,717 1,424,169

行する資本調達手段の額

うち、銀行の連結子法人等（銀行の特別目 － －

的会社等を除く。）の発行する資本調達手

段の額
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一般貸倒引当金Tier2算入額及び適格引当金 7,666 9,848

Tier2算入額の合計額

うち、一般貸倒引当金Tier2算入額 7,666 9,848

うち、適格引当金Tier2算入額 － －

経過措置によりTier2資本に係る基礎項目の額に 319,291 671,467

算入されるものの額の合計額

うち、その他有価証券の連結貸借対照表計 306,445 651,680

上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除

した額の45％相当額

うち、土地の再評価額と再評価の直前の帳 12,845 19,787

簿価額の差額の45％相当額

Tier2資本に係る基礎項目の額 （チ） 2,205,808 2,482,833

Tier2資本に係る調整項目

自己保有Tier2資本調達手段の額 － － － －

意図的に保有している他の金融機関等のTier2 － － － －

資本調達手段の額

少数出資金融機関等のTier2資本調達手段の額 － － － －

その他金融機関等のTier2資本調達手段の額 75,000 50,000 50,000 75,000

経過措置によりTier2資本に係る調整項目の額に 51,809 95,379

算入されるものの額の合計額

うち、旧告示第二条の算式における補完的 51,809 95,379

項目又は控除項目に該当する部分の額

Tier2資本に係る調整項目の額 （リ） 126,809 145,379

Tier2資本

Tier2資本の額　（（チ）－（リ）） （ヌ） 2,078,998 2,337,454

総自己資本

総自己資本の額　（（ト）＋（ヌ）） （ル） 10,475,569 10,449,179

リスク・アセット

経過措置によりリスク・アセットの額に算入さ 58,545 132,839

れるものの額の合計額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービ 24,719 25,478

シング・ライツに係るものを除く。）に係

る額

うち、退職給付に係る資産に係る額 15,658 32,903

うち、その他金融機関等のその他Tier1資 83 52,936

本調達手段に係る額

うち、その他金融機関等のTier2資本調達 16,156 17,835

手段に係る額

リスク・アセットの額の合計額 （ヲ） 57,558,088 58,277,062
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連結自己資本比率

連結普通株式等Tier1比率　（（ハ）／（ヲ）） 13.04% 12.61%

連結Tier1比率　（（ト）／（ヲ）） 14.58% 13.91%

連結総自己資本比率　（（ル）／（ヲ）） 18.19% 17.93%

調整項目に係る参考事項

少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る 445,253 691,075

調整項目不算入額

その他金融機関等に係る対象資本調達手段のう 729,943 748,706

ち普通株式に係る調整項目不算入額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ラ － －

イツに係るものに限る。）に係る調整項目不算

入額

繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。） 3,700 6,443

に係る調整項目不算入額

Tier2資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項

一般貸倒引当金の額 7,666 9,848

一般貸倒引当金に係るTier2資本算入上限額 24,487 22,831

内部格付手法採用行において、適格引当金の合 － －

計額から事業法人等向けエクスポージャー及び

リテール向けエクスポージャーの期待損失額の

合計額を控除した額（当該額が零を下回る場合

にあっては、零とする。）

適格引当金に係るTier2資本算入上限額 293,681 299,355

資本調達手段に係る経過措置に関する事項

適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額 742,714 866,500

適格旧Tier1資本調達手段の額から適格旧Tier1 － －

資本調達手段に係る算入上限額を控除した額

（当該額が零を下回る場合にあっては、零と

する。）

適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額 1,220,717 1,424,169

適格旧Tier2資本調達手段の額から適格旧Tier2 31,434 44,040

資本調達手段に係る算入上限額を控除した額

（当該額が零を下回る場合にあっては、零と

する。）
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